
貸借対照表 

令和6年3月31日現在 

（単位 ： 円） 

科     目 金   額 科     目 金   額 

(資産の部)  (負債の部)  

    
Ⅰ流 動 資 産 [2,872,494,774] Ⅰ流 動 負 債 [4,949,145,207] 

現 金 預 金 643,098,136 

 

買 掛 金 2,354,409,804 

売 掛 金 

 

783,322,192 短 期 借 入 金 1,150,000,000 

商 品 1,188,847,736 リース債務（流動） 37,702,163 

仕 掛 品 43,864,556 

39,412,167  

未 払 法 人 税 等 195,669,000 

貯 蔵 品 415,233 未 払 金 56,642,197 

前  払  費  用 20,138,570 

 

未 払 費 用 275,920,242 

未 収 入 金 191,844,902 未 払 消 費 税 

 

 

158,798,600 

立 替 金 1,961,700 前 受 金 201,120,231 

貸倒引当金 (流動） △998,251 前 受 収 益 245,021,640 

      預 り 金 88,617,330 

  賞 与 引 当 金 185,244,000 

  

 

  

Ⅱ固 定 資 産 [9,765,018,096]   

1有形固定資産 (8,841,214,871) 

 

  

建 物 3,060,716,347 Ⅱ固 定 負 債 [390,507,506] 

構 築 物 429,302,821 リース債務（固定） 142,161,324 

機 械 装 置 57,195,671 退職給付引当金 135,109,746 

車 両 運 搬 具 89,592,468 役員退職慰労引当金 11,991,667 

25 工 具 器 具 備 品 30,101,526 資 産 除 去 債 務 50,505,299 

土 地 5,011,012,060 預 り 保 証 金 25,800,000 

リ ー ス 資 産 158,293,978 長 期 前 受 収 益 

 

1,759,612 

建 設 仮 勘 定 

 

5,000,000 

 

預り建設協力金 

 

 

 

 

 

9,504,835 

   繰延税金負債（固定） 

預り建設協力金    

13,675,023 

2無形固定資産 (40,201,083) 

 

  

施 設 利 用 権 20,182,983 Ⅲ負 債 合 計 [5,339,652,713] 

そ の 他 20,018,100   

  Ⅳ株 主 資 本 [7,297,860,157] 

3投資その他の資産 (883,602,142) 

 

1資本金 80,000,000 

投 資 有 価 証 券 663,618,600   

子 会 社 株 式 10,000,000 2資本剰余金 3,110,195,473 

長 期 貸 付 金 105,105,666   

差入保証金･敷金 

 

68,910,035 

 

 

 

3利益剰余金 4,107,664,684 

長 期 前 払 費 用 35,027,841   

破産更正債権等 1,626,744   

出 資 金 940,000   

貸倒引当金（固定） △1,626,744   

資 産 合 計 12,637,512,870 負債・純資産合計 12,637,512,870 

 



損 益 計 算 書 

自 令和  5年 4月  1日 

 至 令和  6年 3月 31日  

（単位 ： 円） 

      

売    上   高    19,262,251,207  

売  上  原  価    15,419,117,983  

売  上  総  利  益    3,843,133,224  

収 入 手 数 料    904,176,959  

営  業  総  利  益    4,747,310,183  

販売費及び一般管理費    3,753,700,523  

営    業    利    益    993,609,660  

営 業 外 収 益      

受   取    利    息  2,660,632    

受  取  配  当  金  1,872,776    

そ        の       他  56,522,161  61,055,569  

営 業 外 費 用      

支  払  割  賦  手  数  料  5,110,750    

支   払  利   息  6,265,426    

ク レ ジ ッ ト 手 数 料  36,854,904    

そ    の     他  5,027,411  53,258,491  

経   常  利   益    1,001,406,738  

特  別  利  益      

固 定 資 産 売 却 益      

そ        の        他    0  

特  別  損  失      

固  定  資  産  除  却  損  6,417,172    

そ        の        他  10,305,365  16,722,537  

税 引 前 当 期 純 利 益    984,684,201  

法人税･住民税及び事業税  331,553,609    

法人  税  等  調  整  額  9,447,365  341,000,974  

当  期  純  利  益    643,683,227  

      

 

 



株主資本金等変動計算書 

 

自令和 5年4月1日     至令和 6年3月31日 

 （単位 ： 円） 

 株     主     資     本 

純
資
産
合
計 

資
本
金 

資本剰余金 利益剰余金 

株
主
資
本
合
計 

資
本
準
備
金 

そ
の
他
資
本
剰
余
金 

資
本
剰
余
金
合
計 

利
益
準
備
金 

その他利益剰余金 

利
益
剰
余
金
合
計 

別
途
積
立
金 

繰
越
利
益
剰
余
金 

前期未残高 80.000,000 3,110,195,473 0 3,110,195,473 51,088,077 94,284,817 3,651,408,563 3,796,781,457 6,986,976,930 6,986,976,930 

当期変動額 

剰余金の配当 

増  資 

減  資 

当期純利益 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

△332,800,000 

 

 

643,683,227 

△332,800,000 

 

 

643,683,227 

△332,800,000 

 

 

643,683,227 

△332,800,000 

 

 

643,683,227 

当期変動額合計       310,883,227 310,883,227 310,883,227 310,883,227 

当期未残高 80.000,000 3,110,195,473 0 3,110,195,473 51,088,077 94,284,817 3,962,291,790 4,107,664,684 7,297,860,157 7,297,860,157 

 

 

 



 個別注記表 

 

Ⅰ. 重要な会計方針 

 

1.有価証券の評価基準及び評価方法 

 

子会社及び関連会社株式･･･････････････････････ 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの･･････････････････････････････ 移動平均法による原価法 

 

2.棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

新 車 ････････････････････････････････････ 個別法 

中古車 ････････････････････････････････････ 個別法 

部品・貯蔵品 …････････････････････････････ 最終仕入原価法 

 

3.固定資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産（リース資産を除く）･･････定率法によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

且つ、平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。 

無形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

 

リース資産 

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（但し、残価保証がある場合は当該金額）とす

る定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 

4.引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しておりま

す。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込み額のうち当期の負担

額を計上しております。 



 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期末

自己都合要支給額）を計上しております。 

④役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 

5. 消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

 

6. 連結納税制度の適用 

     グループ通算制度を適用しております。 

 

 

Ⅱ 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式                        20,800,000 株 

 

2. 配当に関する事項 

①配当金支払額等 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当の総額 

（百万円） 

1株あたり 

配当額 
基準日 効力発生日 

令和5年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 332 16 

令和5年 

3月31日 

令和5年 

6月30日 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

 決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当の総額 

（百万円） 

1株あたり 

配当額 
基準日 効力発生日 

令和6年6月21日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 436 21 

令和6年 

3月31日 

令和6年 

6月22日 

 


